
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年１１月２１日 

関税・外国為替等審議会 

関 税 分 科 会 

 

 

 

平成２４年度関税改正に関する論点整理 



 

 



平成 24 年度関税改正に関する論点整理目次 

一．平成 24年度関税改正の背景 

 １．関税率等を巡る国際状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 ２．税関行政を巡る状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

二．平成 24年度関税改正についての考え方 

 (一) 関税率の見直し 

 １．個別品目の関税率の改正・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

  ２．特恵関税制度に係る改正           

   (1) 国別・品目別特恵適用除外措置・・・・・・・・・・・・・・・３ 

   (2) 特恵受益国の追加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

   (3) 特恵受益国・地域からの卒業・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

  ３．平成 24 年３月 31 日に適用期限の到来する暫定税率の取扱い 

   (1) 基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

   (2) 延長の必要性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

   (3) 基本税率化の適否・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

   (4) 適用期限・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

  ４．平成 24 年３月 31 日に適用期限の到来する特別緊急関税制度等の 

取扱い                            

   (1) 特別緊急関税制度等の適用期限の延長・・・・・・・・・・・・５ 

   (2) 牛肉に係る関税の緊急措置の発動基準数量の算出基礎・・・・・６ 

 



 (二) 貿易円滑化・水際取締り強化のための税関手続の改善 

  １．通関関係書類の簡素化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

  ２．免税コンテナーの国内運送への使用に係る条件等の緩和・・・・・７ 

  ３．海上コンテナー貨物に係る積荷情報の事前報告制度の早期化、 

詳細化及び電子化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  ４．外国税関当局との情報交換の拡充・・・・・・・・・・・・・・・11 

  ５．両罰規定に係る公訴時効期間の見直し・・・・・・・・・・・・・11 

 (三) 沖縄における関税制度上の特例措置 

  １．特定免税店制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

  ２．選択課税制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

  ３．保税蔵置場等許可手数料の軽減・・・・・・・・・・・・・・・・14 

 

三．引き続き検討すべき事項 

 不服申立制度の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 



 

 

一．平成 24 年度関税改正の背景 

１．関税率等を巡る国際状況 

ＷＴＯ（世界貿易機関）のドーハ・ラウンド交渉は、現在、膠着状態にあり、楽

観を許さない状況が続いているものの、本年 11 月に開催されたＧ20 首脳会合にお

いても多角的貿易体制の価値が再確認されており、我が国としては、諸外国ととも

に、多角的な自由貿易体制の強化に引き続き貢献していくことが重要である。 

経済連携協定（ＥＰＡ）については、我が国は、昨年 11 月、「包括的経済連携に

関する基本方針」を閣議決定し、世界の主要貿易国との間で高いレベルの経済連携

を進めると同時に、そのために必要となる競争力強化等の抜本的な国内改革を先行

的に推進することとした。また、現在交渉等が行われている二国間のＥＰＡ・広域

経済連携の取組についても加速化することとしている。さらに、環太平洋パートナ

ーシップ（ＴＰＰ）協定について、交渉参加に向けて関係国との協議に入ることと

している。 

 

２．税関行政を巡る状況 

税関行政については、経済のグローバル化、物流の高度化等が進展する中で、水

際における国民生活の安全・安心の確保や関税等の適正な徴収に努めつつ、個々の

通関手続について不断の見直しを行い、我が国の国際競争力の強化や貿易の円滑化

を図っていく必要がある。 

不正薬物の水際取締りについて、覚醒剤の密輸事犯の摘発件数は過去最高を記録

した平成 21 年から引き続き平成 23 年においても高水準となっている。入国旅客や

輸入貨物が増加する一方、密輸手口が悪質化・巧妙化し、不正薬物の密輸リスクが

高まっており、引き続き、水際における厳重な取締りが求められている。また、平

成 13 年（2001 年）９月の米国における同時多発テロ事件以降、世界各地でテロ事

件が発生しており、我が国が、あるいは我が国を介して他国がテロの脅威にさらさ

れることがないよう、引き続き国際物流におけるセキュリティの確保を図って行く

必要がある。 

貿易の円滑化については、セキュリティ確保との両立を図りながら、通関手続の

改善や電子化の推進が行われてきている。米国における同時多発テロ事件以降、国

際物流におけるサプライチェーンの安全確保と貿易円滑化の両立に向けた取組み

が国際的に進められており、我が国においても、国際標準に則ったＡＥＯ

（Authorized Economic Operator：認定事業者）制度が輸出者を対象に平成 18 年

３月に導入され、その後、対象事業者が順次拡大されて、我が国のサプライチェー

ンに関わる各種の事業者を幅広く対象とするＡＥＯ制度が構築されている。また、

諸外国とのＡＥＯ制度の相互承認も同時に進められており、これまでに世界最多の

６組（ニュージーランド、米国、ＥＵ、カナダ、韓国、シンガポール）のＡＥＯ相

互承認取決めが行われている。今後ともＡＥＯ制度におけるセキュリティの維持や

更なる利便性向上を図るなどの必要な見直しや、ＡＥＯ相互承認の拡大を継続的に

行うことが求められている。 
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二．平成 24 年度関税改正についての考え方 

（一）関税率の見直し 

１．個別品目の関税率の改正 

(1) 特恵関税制度の適用除外の基準に該当したことから、中国産の「しょうが（生

鮮のもの以外のもの）」及び「主として香料用、医療用等に供するその他の植物」

は、平成 23 年４月から特恵税率（無税）が適用されず、関税率が 2.5％（協定税

率）となっている。また、中国産のふっ化水素は、平成 24 年４月から特恵税率

（無税）が適用されず、関税率が 3.3％（協定税率）となる。 

 

（注）特恵関税制度は、開発途上国を支援する観点から、開発途上国の産品に対

して一般の税率より低い特恵税率を適用する制度であるが、開発途上国から

の産品であっても国際競争力が高いものは国及び品目を指定して同制度を

適用しないこととしている（国別・品目別特恵適用除外措置）。その基準は、

一の特恵受益国（後発開発途上国（ＬＤＣ）を除く。）の産品であって、過

去３年間の平均輸入額が 15 億円超、かつ同一物品の総輸入額の 50％超であ

ることとしている。 

 

(2) 「しょうが（生鮮のもの以外のもの）」及び「主として香料用、医療用等に供

するその他の植物」のうちには、ショウキョウ、シャクヤク等の各種の漢方薬原

料が含まれている。これらの漢方薬原料については、輸入量の約 99％を占める中

国産のものについて長期にわたって特恵税率（無税）が適用されており、基本税

率を無税としたとしても、実質的に、従来の関税水準を変えるものではないと認

められる。また、我が国における当該漢方薬原料の生産量は国内需要の約１割を

占めるが、輸入者である漢方薬メーカー自身が農家との契約栽培により生産して

いるものであり、引き続き契約栽培による国内生産の継続が見込まれている。な

お、これらの品目には、ハーブなど食用・香料用等に供するものも含まれている

が、これらについては先進国からの輸入が相当程度あること等、漢方薬原料とは

異なる事情がある。漢方薬原料は、種類・形態によってハーブ等から区別するこ

とができるので、漢方薬原料に限って基本税率を無税とすることが適当と考えら

れる。 

 

(3) ふっ化水素については、輸入額の約 96％を占める中国産のものについて、長期

にわたって特恵税率（無税）が適用されてきており、基本税率を無税としたとし

ても、実質的に、従来の関税水準を変えるものではないと認められる。また、世

界的にふっ化水素の需給が逼迫しており、各国とも輸出余力が小さいことから、

基本税率を無税としても、直ちに先進国からの輸入が急増する可能性は低いと考

えられる。 

 

(4) 以上を踏まえ、「しょうが（生鮮のもの以外のもの）（ＨＳ0910.10-2-(2)ex）」

及び「主として香料用、医療用等に供するその他の植物（ＨＳ1211.90-4ex）」の
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うちの漢方薬原料並びにふっ化水素（ＨＳ2811.11）について、基本税率を無税

とすることが適当と考えられる。 

 

２．特恵関税制度に係る改正 

(1) 国別・品目別特恵適用除外措置 

特恵関税制度の適用除外の基準に該当する以下の品目で中国産のものについ

ては、平成 24 年４月から特恵税率が適用されず、一般の税率（協定税率）が適

用されることとなる。 

 

① 農水産品 

関税率表

番号 
主な品名 原産国

協定 

税率 

特恵

税率

2005.99-

2-(4)-(A

)-(b) 

調製し又は保存に適する処理をしたその

他の野菜（冷凍してないものに限るものと

し、食酢又は酢酸により調製し又は保存に

適する処理をしたもの及び第20.06項の物

品を除く。）（その他のもののうち、にんに

くの粉を除く。） 

中国 12% 9.6%

 

② 鉱工業産品 

関税率表

の項番号 

(ＨＳ4 桁) 

主な品名 原産国
協定 

税率 

特恵

税率

28.11 その他の無機酸及び無機非金属酸化物 中国 3.3%～

3.6% 

無税

65.04 帽子 中国 4.4% 無税

70.07 安全ガラス 中国 3.5% 無税

90.04 視力矯正用眼鏡、保護用眼鏡その他の眼鏡 中国 5.3% 無税

 

(2) 特恵受益国の追加 

平成 20 年２月にセルビアからの独立を宣言したコソボ（我が国は同年３月に

国家承認）について、今般、同国より特恵関税制度の適用の申請があり、他の要

件も満たしていることから、特恵受益国に指定することとする。 

 

(3) 特恵受益国・地域からの卒業 

英領アンギラ地域、英領ヴァージン諸島地域、英領ジブラルタル地域、英領タ

ークス及びカイコス諸島地域、英領フォークランド諸島及びその附属諸島地域、

スペイン領カナリー諸島地域並びにスペイン領セウタ及びメリリア地域につい

て、３年連続して世界銀行統計における「高所得国」に相当することから、特恵

受益国・地域から除外することとする。 
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（注）赤道ギニアは、３年連続して「高所得国」に相当するが、国際連合におい

て総合的に勘案して後発開発途上国（ＬＤＣ）に指定しているため、引き続

き、ＬＤＣ特恵受益国に指定する。 

 

３．平成 24 年３月 31 日に適用期限の到来する暫定税率の取扱い 

(1) 基本的な考え方 

平成 24 年３月 31 日に、415 品目に設定されている暫定税率の適用期限が到来

する。これらは、その必要性について見直しが行われつつ、近年は単年度ずつ延

長が行われてきている。 

基本税率が、長期的な観点から、内外価格差や真に必要な保護水準を勘案して

設定されている税率であるのに対して、暫定税率は、一定の政策上の必要性等か

ら、適用期限を定めて、基本税率を暫定的に修正する税率であり、その水準及び

必要性については、常に見直していくことが重要である。 

 

(2) 延長の必要性 

以下の点を踏まえ、基本的に暫定税率を引き続き維持する方向で対応すること

が適当であると考えられる。 

 

イ．国内の生産者と消費者等との利益調整に及ぼす影響 

関税率には、産業保護を求める国内の生産者と安価な供給を求める消費者・

需要者との間の利益調整を考慮して設定される面があり、この水準を変更しよ

うとする場合には、その国内経済への影響を考慮する必要がある。 

特に、暫定税率が基本税率等を引き下げる措置となっている現状を踏まえれ

ば、仮にこれを廃止した場合には、関税率を引き上げる結果となり、広く消費

者等の負担水準を引き上げることとなる点に留意する必要がある。 

 

ロ．ＷＴＯ交渉との関係 

ウルグアイ・ラウンド合意を踏まえて暫定税率により枠内税率が設定されて

いる関税割当品目及び国家貿易品目については、一定の数量までその関税率で

の市場アクセス機会の提供を国際的に約束していることに留意する必要があ

る。 

また、ドーハ・ラウンド交渉は、現在、膠着状態にあり、楽観を許さない状

況が続いているが、我が国としては、粘り強く交渉を続けるべきとの立場であ

り、現在設定されている暫定税率に関連する多くの事項が同交渉の対象となっ

ていることに留意する必要がある。 

 

ハ．関係国との協議結果に基づく税率の引下げ措置の履行に及ぼす影響 

ウルグアイ・ラウンド合意に際して、関係国との協議の結果に基づき、協定

税率から更に実行税率を引き下げるために暫定税率を設定している牛肉等の

品目については、こうした関係国との協議の経緯を考慮する必要がある。これ
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らの品目について、仮にその暫定税率を廃止しようとすれば、関係国との再協

議が必要となる。 

 

ニ．国内政策上の必要性 

国内政策上の要請に応じて暫定税率が設定されている品目（例：バイオＥＴ

ＢＥ）については、その時々の政策上の必要性を考慮し、常に見直した上で暫

定税率設定の是非を判断する必要がある。その際、内国税において同様の施策

が採られている場合には、それとの関係にも留意する必要がある。 

 

(3) 基本税率化の適否 

暫定税率が長年にわたって設定され定着している場合には、これを基本税率化

（暫定税率を廃止して、同水準の基本税率を設定）することも検討の余地がある

が、その際、各々暫定税率として設定されてきた経緯等を考慮する必要がある。 

例えば、関税割当制度については、無税又は低関税が適用される輸入数量を限

定する国境措置であり、過度の輸入抑制効果や国内産業の合理化の阻害などの弊

害を生じないよう常に見直しを行い、一般税率への移行の可能性を検討すべきも

のと位置付けられたことから、その関税率は暫定税率として設定されてきている。 

平成 24 年３月 31 日に適用期限が到来する暫定税率について、暫定税率として

設定されてきた経緯等を踏まえると、基本的には、現時点で基本税率化すること

は適当ではないと考えられる。 

 

(4) 適用期限 

暫定税率の適用期限を延長する場合、その時々の政策上の必要性や直近の国際

市況に基づいて暫定税率の要否を判断するという趣旨から、適用期限の延長は１

年とすることが適当と考えられる。 

 

４．平成 24 年３月 31 日に適用期限の到来する特別緊急関税制度等の取扱い 

(1) 特別緊急関税制度等の適用期限の延長 

ウルグアイ・ラウンド合意に基づき関税化された農産品に係る数量及び価格に

基づく特別緊急関税制度並びに牛肉等に係る関税の緊急措置（以下「特別緊急関

税制度等」という。）も、近年、単年度ずつ延長されてきており、平成 24 年３月

31 日にその適用期限が到来する。 

特別緊急関税制度は、ウルグアイ・ラウンド合意に基づき関税化された品目（関

税割当品目及び国家貿易品目等）の輸入急増時等の安全弁として、関税化措置と

一体として設けられたものである。 

また、牛肉等に係る関税の緊急措置は、ウルグアイ・ラウンド合意の際の関係

国との協議の結果に基づき、協定税率より低い水準まで実行税率を自主的に引き

下げることとした際、これと一体として、牛肉等の輸入急増時の安全弁として設

けられたものである。 

このように、特別緊急関税制度等についても、関税率の設定と一体として設け

られていることから、暫定税率と一体的に見直しを行う必要がある点を踏まえ、
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暫定税率と同様に、適用期限を１年延長することが適当と考えられる。 

 

(2) 牛肉に係る関税の緊急措置の発動基準数量の算出基礎 

牛肉に係る関税の緊急措置の発動基準数量の算出基礎は、関係国との協議の結

果、原則では前年度の輸入実績とされているが、平成 18 年度から平成 23 年度ま

での各年度においては、牛肉の輸入数量が米国でのＢＳＥ発生（平成 15 年 12 月

に確認）前の水準には回復したとは言えない状況の下で、特例として、当該年度

の前年度の輸入実績又は平成14年度と平成15年度の輸入実績の平均値のいずれ

か大きい方としてきたところである。 

平成 24 年度においても、仮に発動基準数量の算出基礎を前年度の輸入実績の

みとする考え方に戻せば、今後の輸入動向によっては、ＢＳＥ発生前の水準以下

の輸入数量であっても緊急措置の発動が生じ得ることとなり、消費者に過度の負

担を課すこととなるおそれがあること等から、この特例を継続することが適当と

考えられる。 

 

（二）貿易円滑化・水際取締り強化のための税関手続の改善 

１．通関関係書類の簡素化 

(1) 我が国においては、年々増加する輸出入申告を適正かつ迅速に処理するため、

ＮＡＣＣＳ（Nippon Automated Cargo and port Consolidated System：輸出入・

港湾関連情報処理システム）を導入し、現在、輸出入申告の約 98％を電子的に処

理している。 

更なる貿易の円滑化の観点からは、平成 29 年度の次期ＮＡＣＣＳ稼動時まで

に通関関係書類についてのペーパーレス化を推進することとし、平成 25 年度の

ＮＡＣＣＳ更改時において通関関係書類のＰＤＦによる提出を可能とすること

が適当であり、これを推進するためには、まず、通関関係書類の簡素化を図るこ

とが必要と考えられる。 

 

(2) 輸出入申告に際しては、原則として仕入書を税関に提出しなければならないこ

ととしているが、ＮＡＣＣＳにより行われる輸出入申告のうち、書類の審査及び

貨物の検査（以下「審査等」という。）が不要と判断されるものについては、即

時に輸出入を許可し、運用上、輸出入の許可の日から３日以内に仕入書等の通関

関係書類を税関に提出することとし、必要に応じ、事後的に輸出入申告の適正性

を確認している。 

 

(3) 審査等が不要と判断され、即時に輸出入を許可した輸出入申告については、事

後的に通関関係書類の提出を求めないこととしても、輸出入者等のもとに赴き、

質問し、帳簿書類を検査する、いわゆる輸出事後調査及び輸入事後調査（以下「輸

出事後調査等」という。）により、輸出入申告の適正性を確認することに支障は

ないと考えられることから、通関関係書類については、原則として提出を求めな

いこととすることが適当と考えられる。 

 

- 6 -



 

 

(4) その場合、輸出事後調査等による輸出入申告の適正性の確認を担保するため、

税関に提出していない通関関係書類については輸出入者において保存しなけれ

ばならないこととし、かつ、税関が必要に応じて関係帳簿書類の提示、提出を求

めることができることとするとともに、電子取引を行った場合の電磁的記録を保

存しなければならないこととすることが必要であると考えられる。 

 

(5) なお、輸出入申告に際しては、原則として仕入書を税関に提出しなければなら

ないこととされているが、仕入書以外の通関関係書類により、輸出入申告の適正

性が確認できるのであれば、必ずしも仕入書による確認に限る必要はないものと

考えられる。 

 

(6) 以上を踏まえ、通関関係書類の簡素化を図るため、輸出入申告に際し、原則、

提出しなければならないこととしている仕入書について、他の通関関係書類と同

様に、必要があると認めるときに提出を求めることができることとすることが適

当と考えられる。 

また、これに併せて、①仕入書を税関に提出しない場合には、これを保存しな

ければならない、②事後、税関が関係帳簿書類の提示、提出を求めることができ

る、③電子取引を行った場合の電磁的記録を保存しなければならないこととする

規定を整備することが適当と考えられる。 

 

２．免税コンテナーの国内運送への使用に係る条件等の緩和 

(1) 貨物を詰めて輸入された後に再輸出されるコンテナー又は空で輸入された後

に貨物を詰めて再輸出されるコンテナーについては、昭和 31 年(1956 年)に関係

国間で締結され、昭和 46 年に我が国が加入したコンテナーに関する通関条約(以

下「コンテナー条約」という。)及び昭和 46 年に制定されたコンテナーに関する

通関条約及び国際道路運送手帳による担保の下で行なう貨物の国際運送に関す

る通関条約(ＴＩＲ条約)の実施に伴う関税法等の特例に関する法律(以下「コン

テナー特例法」という。)に基づき、輸入する際の関税及び消費税を免除するこ

ととされている。 

 

(2) ただし、関税及び消費税の免除を受けて輸入したコンテナー(以下「免税コン

テナー」という。)について、国際運送の用以外の用途に供したとき、若しくは

これに供するため譲渡したとき、又は輸入の許可の日から原則として３月以内

(運用上、延長の手続をとれば、原則として１年以内）とされている再輸出すべ

き期間（以下「再輸出期間」という。)に輸出しなかったときは、免除を受けた

関税及び消費税が直ちに徴収される。 

また、貨物を詰めて輸入された免税コンテナーについては、あらかじめ税関長

に届け出ることにより、当該貨物の取出地から輸出貨物の詰込地等までの通常の

経路により運送される間において、再輸出期間内に１回に限り、国内運送に使用

することができることとされている。 
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(3) 免税コンテナーの国内運送への使用に係る条件等は、コンテナー特例法制定当

時、国内運送に使用される国産コンテナーとの競合を調整する必要があったため

設けられたものである。しかしながら、現在、コンテナーについては一部の特殊

なものを除き国内では生産されておらず、国産コンテナーとの競合を調整する必

要性は失われていると考えられる。 

また、コンテナー特例法制定当時と異なり、輸入貨物をコンテナーに詰めた状

態で内陸地まで運送することが一般化し、免税コンテナーが３月以内に再輸出さ

れないケースが恒常的に発生している。そのため、近年、多くの免税コンテナー

について再輸出期間を延長する手続がとられている状況にある。 

 

(4) このような状況の変化を踏まえ、免税コンテナーの国内運送への使用に係る条

件等については、これを緩和することにより、コンテナー物流の効率化や物流コ

ストの低減が図られ、我が国の貿易円滑化、国際競争力の強化に資するものと考

えられる。 

 

(5) コンテナー条約は、締約国が設けなければならない最小限の便益を定めている

ものであり、我が国が免税コンテナーの国内運送への使用に係る条件を緩和し、

また、再輸出期間を延長して、同条約の規定より一層広い便益を認めることとし

ても、条約の規定との整合性につき問題はなく、むしろ条約の趣旨に合致するも

のと考えられる。 

 

(6) 以上を踏まえ、基本的に、免税コンテナーの国内運送への使用に係る条件を廃

止し、併せて、当該条件を満たしているか否かを把握するために設けられている、

免税コンテナーを国内運送へ使用する際の税関長への届出についても廃止する

方向で対応することが適当と考えられる。また、再輸出期間についても、現状、

大多数の免税コンテナーが１年以内に再輸出されていること、また、関税定率法

の再輸出免税制度における再輸出期間が原則１年と定められていることを踏ま

え、基本的に原則 1 年に延長する方向で対応することが適当と考えられる。 

 

３．海上コンテナー貨物に係る積荷情報の事前報告制度の早期化、詳細化及び電子化 

(1) 平成 13 年９月に発生した米国同時多発テロを契機とし、ＷＣＯ(世界税関機構)

は、「国際貿易の安全確保及び円滑化のためのＷＣＯ「基準の枠組み」」(以下「基

準の枠組み」という。)として、税関当局が国際貿易の安全確保及び円滑化の両

立を推進するために国際的に実施すべき方策を取りまとめた。 

「基準の枠組み」では、海上コンテナー貨物については電子的な事前貨物情報

をコンテナー貨物が船積みされる前に輸出地及び／又は輸入地の税関に提出さ

れるべきとされている。また、その報告期限は船積みの 24 時間前を超えるべき

ではないとされている。 

 

(2) 米国等においては、当該国向けの海上コンテナー貨物を対象に、「基準の枠組

み」において認められている最も早いタイミングである積出地における船積 24
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時間前を報告期限として、その積荷に関する詳細情報を電子的に報告することを

義務付けている。 

 

(3) 我が国における海上コンテナー貨物に係る積荷に関する事項については、現在、

原則入港 24 時間前までの報告を義務化しているが、船積前の報告は義務付けて

いない。 

また、運航者（船会社等）が発給する船荷証券(マスターＢ／Ｌ)の情報を基と

した積荷情報の提出のみを義務化しているが、複数の荷主の貨物等をコンテナー

に混載して運送する事業者が当該貨物の荷主に発給する船荷証券（ハウスＢ／

Ｌ）の情報を基とした積荷情報の提出は、税関長が必要と認める場合に求めるこ

とができるとするに留まっている。更に、こうした情報の電子的報告を義務化し

ていない。 

 

(4) このように、我が国の海上コンテナー貨物に係る積荷情報の事前報告制度は、

「基準の枠組み」や米国、ＥＵ等の制度と比較した場合、セキュリティ上の課題

が存在していることから、一層の改善によるセキュリティ確保を図っていく必要

がある。 

 

(5) 以上を踏まえ、開港に入港しようとする外国貿易船の運航者及び当該外国貿易

船に積み込まれているコンテナー貨物の利用運送事業者に対し、当該外国貿易船

が入港する際に積み込まれているコンテナー貨物に関する情報について、当該コ

ンテナーの船積港を当該外国貿易船が出港する前に、マスターＢ／Ｌ情報を基と

した積荷情報に加え、ハウスＢ／Ｌ情報を基とした積荷情報も電子的に報告する

ことを新たに義務付けることが適当と考えられる。 

 

(6) 具体的な制度については、以下を基本としつつ、関係者の意見も踏まえ、詳細

を検討していくことが適当と考えられる。 

 

イ．報告期限の早期化 

（イ）運航者による積荷情報の報告義務 

外国貿易船の運航者は、当該外国貿易船に積み込まれているコンテナー貨

物に関する情報(マスターＢ／Ｌの情報を基としたもの)について、原則とし

て、船積港を出港する 24 時間前までにその入港しようとする開港の所在地

を所轄する税関に報告しなければならないこととする。なお、基準となる出

港時間は、日本に入港する外国貿易船が日本向けのコンテナー貨物を積み込

む外国の港を出港する時間とする。 

 

（ロ）荷送人（利用運送事業者）による積荷情報の報告義務 

外国貿易船に積み込まれているコンテナー貨物について、荷主等と運送契

約を結びハウスＢ／Ｌを発行する荷送人（利用運送事業者）は、積荷に関す

る詳細な情報（ハウスＢ／Ｌの情報を基としたもの）について、原則として、
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船積港を出港する 24 時間前までに、その入港しようとする開港の所在地を

所轄する税関に報告しなければならないこととする。 

 

（ハ）近隣諸国からの貨物に対する緩和措置 

上記（イ）及び（ロ）の報告に関し、近隣諸国から船積みされるコンテナ

ー貨物については、国際的な基準に相当するセキュリティレベルを確保しつ

つ、可能な範囲内で、物流実態へ配慮する必要がある。 

 

（ニ）通過貨物 

上記（イ）及び（ロ）の報告に関し、通過貨物（本邦において船卸しをし

ない外国貨物）については、税関長が必要と認める場合に報告を求めること

ができるものとする。 

 

ロ．報告内容（項目） 

上記イ．（イ）及び（ロ）の積荷情報の報告内容（項目）は、「基準の枠組み」、

既に船積前事前報告制度を導入している米国、ＥＵ等における報告項目及び現

行の電子情報処理組織（輸出入・港湾関連情報処理システム（ＮＡＣＣＳ））

における積荷情報の報告項目を基本として検討する。また、別途、「基準の枠

組み」で求めることができるとされている積付計画書及び出港時間についても

報告を求めることを検討する。 

 

ハ．電子的報告の義務化 

上記の報告については、電子情報処理組織(輸出入・港湾関連情報処理シス

テム(ＮＡＣＣＳ))を使用して報告しなければならないこととする。 

なお、船会社や国内の事業所を介してだけでなく、電子情報処理組織の運営

主体である輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社が一定のセキュリティ

要件等を満たすプロバイダーと利用契約を締結することなどにより、海外の報

告義務者が当該プロバイダーを介して報告できるようにする。 

 

ニ．船卸しの禁止等 

税関長は、上記の報告があった場合において、関税法の規定の実施を確保す

るため必要があると認める相当の事由がある場合には、当該報告に係るコンテ

ナー貨物について、本邦の港における船卸しを一時停止するものとする。 

また、報告期限後に報告がされた貨物については、税関長の許可を受けた上

で船卸ししなければならないこととするとともに、現行法と同様、上記の報告

がない場合には、該当するコンテナー貨物の船卸しをしてはならないこととす

る。 

なお、船卸しを一時停止する措置を実施する必要がある場合には、取締り上

支障がある場合を除き、運用上の措置として、報告の受理後 24 時間以内に、

該当コンテナー貨物に係る報告義務者及びその運送に係る船会社に対し、通知

することとする。 
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ホ．罰則 

事前報告制度の早期化、詳細化及び電子化に合わせ、その実効性を確保する

観点から罰則規定の整備を行う。 

 

へ．導入時期 

事前報告制度の早期化、詳細化及び電子化に当たっては、早期の実施を基本

としつつ、関係者の準備等に必要な期間を考慮し、法律の公布の日から２年程

度を置いて施行する。また、施行までの間に制度の運用について関係者と十分

な協議を進め、円滑な制度の実施に努める。 

 

４．外国税関当局との情報交換の拡充 

(1) 我が国から外国税関当局に提供する情報については、現行関税法上、当該外国

における裁判所又は裁判官の行う刑事手続には使用されないよう適切な措置を

とることとされている。我が国と外国税関当局との情報交換においては、こうし

た我が国の現行法の枠内で行われることから、我が国から外国税関当局に提供す

る情報について当該外国の刑事手続に使用できないことはもとより、相互主義の

原則のもと、我が国が外国税関当局から入手する情報についても、我が国の刑事

手続に使用できない状況にある。 

 

(2) 近年、不正薬物等の密輸事犯について、犯罪組織のグローバル化、密輸手口の

悪質・巧妙化が進んでいる結果、犯則事実を立証するためにこれまで以上により

多くの情報が必要な状況となっており、外国税関当局から入手する情報を刑事手

続に使用することが可能となれば、犯則事実を立証する上で有益であると考えら

れる。 

 

(3) 現行関税法の規定は、外国の刑事手続の捜査に必要な証拠の提供について、非

政治性、双罰性及び相互主義の確認等を前提としている国際捜査共助法の潜脱を

防ぐ観点から設けられたものであることから、これを別途の方法で担保できる場

合には、我が国が外国税関当局へ提供した情報を当該外国における刑事手続に使

用できることとして問題ないものと考えられる。 

 

(4) したがって、外国税関当局から要請があったときは、当該外国税関当局に提供

した情報について、非政治性、双罰性及び相互主義の確認等を前提として、当該

要請に係る外国における刑事手続に使用することに同意できることとし、もって、

我が国が外国税関当局から入手した情報についても我が国の刑事手続に使用す

ることができるよう環境を整備することが適当と考えられる。 

 

５．両罰規定に係る公訴時効期間の見直し 

(1) 関税法において、違反行為者を処罰するとともに併せて法人等を処罰する、い

わゆる両罰規定を適用することとされている違反行為のうち、関税ほ脱罪につい
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ては、法人等に対する公訴時効期間は、違反行為者に対する公訴時効期間による

こととする規定が設けられている。しかしながら、関税ほ脱罪以外の違反行為に

ついては、このような規定が設けられておらず、刑事訴訟法の規定の適用を受け、

法人等に対する公訴時効期間は、刑罰が罰金刑であることから一律に３年となっ

ている。 

この結果、関税ほ脱罪以外の法定刑が 10 年以下又は５年以下の懲役とされて

いる罰条に該当する違法行為について、両罰規定を適用する場合にあっては、違

反行為者の公訴時効期間は７年又は５年であるのに対し、法人等の公訴時効期間

は３年であり、両者の公訴時効期間に差異が生じている状況にある。 

 

(2) 両罰規定の趣旨は、違反行為について、その違反行為者の刑事責任を問うこと

は当然として、その違反行為が使用人等の従業者により法人等の業務として行わ

れた場合は、当該法人等は当該使用人等を監督する義務を有していることから、

その義務を怠った法人等についても刑事責任を追及するというものである。 

関税法上の罪について、知的財産侵害物品を輸入する罪や無許可輸出入罪は、

特に法人等の業務として行われる場合があり、その違反行為により実質的な利益

が帰属するのは法人等であることに鑑みれば、違反行為者のみを処罰するのでは

なく、その利益が帰属する法人等も併せて処罰すべきであると考えられる。 

 

(3) したがって、関税法において両罰規定を適用することとされている関税ほ脱罪

以外の違反行為についても、法人等を適正に処罰することができるようにするた

め、関税ほ脱罪と同様に、法人等に対する公訴時効期間をその違反行為者に対す

る公訴時効期間と同一とすることが適当と考えられる。 

 

（三）沖縄における関税制度上の特例措置 

 

沖縄の総合的かつ計画的な振興を図ること等を目的とする沖縄振興特別措置法

（以下「沖振法」という。）を受け、特定免税店制度、選択課税制度及び保税蔵置

場等許可手数料の軽減といった関税制度上の特例措置を講じている。これらの措置

は、平成 24 年 3 月 31 日に適用期限が到来する。沖振法は平成 24 年３月 31 日をも

って失効することから、内閣府を中心に新たな振興策を検討しており、これを前提

として沖縄振興に係る新たな法律案を次期通常国会に提出することとしている。こ

れを踏まえ、関税制度上の特例措置の取扱いについても検討する必要がある。 

 

１．特定免税店制度 

(1) 特定免税店制度は、沖縄から沖縄以外の本邦の地域へ出域する旅客が、税関長

の承認を受けた小売業者から沖振法に規定する空港内の旅客ターミナル施設に

おいて購入した物品又は当該小売業者から沖振法に規定する特定販売施設にお

いて購入し当該旅客ターミナル施設において引渡しを受ける物品であって、当該

旅客により当該出域の際に携帯して移出されるものについて、その関税を免除す

るものである。 
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(2) 特定免税店制度は、国内の特定地域に着目して関税の免税措置を講ずるもので

ある。これは、国内産業保護の機能を果たすため国土全体において一律に適用す

べきものであるという、関税の基本的な性質に反する面がある。 

しかしながら、特定免税店制度は、関税法上、外国とみなされていた復帰前の

沖縄からの土産品に適用されていた携帯品免税の機能を実質的に引き継いでい

るものであること及び沖縄に歴史的・地理的等の特殊事情があることを考慮し、

他の地域にない極めて特別な制度として沖縄に限り設けられたものである。 

また、平成16年に観光振興地域の区域内にある特定販売施設が開店して以降、

飛躍的に利用実績が伸び、沖縄の観光振興及び雇用促進等に関し、一定の効果を

果たしていると考えられる。 

したがって、特定免税店制度は、沖縄以外の他の地域に拡大すべきではないが、

沖縄において引き続き５年間維持することについては、沖縄の特殊事情に大きな

変化がない状況においては適当であると考えられる。 

 

(3) 引渡し場所として港湾内の旅客ターミナル施設を新たに指定することにより、

海路で沖縄から沖縄以外の本邦の地域へ出域する旅客を制度の対象とすること

については、近年、沖縄にはクルーズ船が多数寄港しており、海路による入域観

光客が増加傾向にあることを踏まえれば、その効果が期待できるものと考えられ

る。 

海路により出域する旅客を対象とすることは制度を拡充することに違いはな

いが、空路による旅客と海路による旅客とは本質的に異なるものではないことを

踏まえれば、新たに指定する港湾内の旅客ターミナル施設において、現在指定さ

れている空港内の旅客ターミナル施設と同程度の体制が整備され、販売物品が確

実に移出されることが担保されることを前提として、海路で沖縄から沖縄以外の

本邦の地域へ出域する旅客も対象とすることが適当と考えられる。 

 

２．選択課税制度 

(1) 関税法の原則では、総合保税地域又は保税工場において外国貨物を原料として

製造した製品を国内に引き取る場合、その原料に対し関税を課すこととされてい

るが、沖振法の規定により自由貿易地域又は特別自由貿易地域（以下「自由貿易

地域等」という。）の区域内の総合保税地域又は保税工場において外国貨物を原

料として製造した製品を国内に引き取る際は、原料に対する関税と製品に対する

関税とのいずれかを輸入者が選択できることとしている。 

 

(2) 関税は、国内産業の保護を目的としており、原則として、外国貨物を原料とし

て製造した製品を国内に引き取る際に原料に対し課税することとしているのは、

その原料に係る国内生産者を保護するためである。このため、原料に対し設定さ

れた関税率より低い関税率を選択することを認めることは、関税の国内産業保護

の機能を弱める面がある。 

しかしながら、選択課税制度は、沖縄の歴史的・地理的等の特殊事情を考慮し、
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他の地域にない極めて特別な制度として沖縄に限り設けられたものである。この

ような導入の背景を踏まえれば、沖縄以外の他の地域に拡大すべきではないが、

沖縄の特殊事情に大きな変化がない状況において、選択課税制度を引き続き５年

間維持することは、沖縄の産業振興に寄与するものである限り、政策として適当

であると考えられる。 

 

３．保税蔵置場等許可手数料の軽減 

(1) 沖振法の規定により自由貿易地域等の区域内において保税蔵置場、保税工場、

保税展示場又は総合保税地域（以下「保税蔵置場等」という。）の許可を受けた

者が納付すべき当該許可に係る手数料（以下「保税蔵置場等許可手数料」という。）

は、２分の１に軽減されている。 

   

(2) 保税蔵置場等許可手数料は、保税蔵置場等の許可期間を通じて発生する税関の

行政コストを受益者である保税蔵置場等の被許可者から手数料として負担を求

めているものであり、こうした趣旨からすれば、基本的には軽減を行うべきでは

ないと考えられる。しかしながら、保税蔵置場等許可手数料の軽減は、沖縄の歴

史的・地理的等の特殊事情を踏まえ、自由貿易地域等の区域内にある保税蔵置場

等の入居企業が厳しい経営状態にあることに鑑み、入居企業の事業活動を拡大す

るとともに新たな企業の立地を促進し、自由貿易地域等の活性化を図るために導

入されたものである。現在、自由貿易地域においては 12 の保税蔵置場及び保税

工場が、特別自由貿易地域においては9の保税蔵置場が軽減の適用を受けており、

一定の効果を果たしているものと考えられる。このような導入の背景を踏まえれ

ば、沖縄の特殊事情に大きな変化がない状況においては、軽減措置を引き続き維

持することが適当であると考えられる。 

 

三．引き続き検討すべき事項 

○不服申立制度の見直し 

平成 22 年８月以降、総務大臣と行政刷新担当大臣を共同座長とし、政務三役等

及び有識者で構成される行政救済制度検討チームにおいて、行政救済制度のあり方

が検討されている。関税法の不服申立制度については、現在、税関長に対する異議

申立て及び財務大臣に対する審査請求の二段階の不服申立手続が行政訴訟に前置

されているところ、同検討チームワーキンググループから、審査請求のみの一段階

とする見直し案が示されている。 

他方、税関に係る事項についての不服申立てについては、国際条約である改正京

都規約（税関手続の簡易化及び調和に関する国際規約）が締約国に国内法令上「税

関に対して最初に不服申立てを行う権利を定める」ことを義務付け、これを現行の

異議申立制度によって担保している。 

同検討チームにおいては、審査請求人が自己の選択により処分庁に対して不服を

申し立てることのできる「略式裁決（仮称）」の手続を設けることが検討されてお

り、関税法の不服申立制度については、条約の履行を確保するため、「略式裁決（仮

称）」の手続を設けることが適当と考えられる。 
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以上を踏まえ、関税法の不服申立制度の見直しについて引き続き適切に対応する

必要がある。 
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